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（添付資料） 

・ 「社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金のご案内」 

・ 「保健衛生施設等災害復旧費国庫補助金のご案内」 

 

（ポイント）・災害復旧費は、自然災害で被災した施設の建物などの 

復旧費用を補助するもの 

      ・補助対象費用は、建物及び建物付属設備の復旧費用 

      ・補助金を活用して復旧を行う場合、国による実地調査 

       （災害査定）が行われる。 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 1-２ 

「社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金」等の 

ご案内について 

配 布 可 能 
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社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金のご案内 
 

地震や台風、豪雨等の自然災害（※１）により社会福祉施設等が被

災した場合、建物などを復旧（※２）するための費用について、国が

その一部を補助する制度があります。   

※１ 平均風速１５ｍ以上、24時間雨量が 80㎜以上等の条件があります。 

※２ 原則、原形復旧（被災施設と形状・寸法・材質・位置の等しいもの） 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

  

（高齢者）特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、軽費老人ホーム 

（児 童）保育所、児童養護施設、地域子育て支援拠点事業所 

（障 害）障害者支援施設、障害福祉サービス事業所（※） 

※療養介護事業、生活介護事業、自立訓練事業、就労移行支援事業、就労継続支援事業に限る 

（その他）救護施設、隣保館、生活困窮者・ホームレス自立支援センター 

な ど 

【補助の対象となる施設】※施設種別により、対象法人が変わります。 

 

○下記は一例です。詳しい内容は、別表をご覧下さい。 

 

 

 

※対象は、施設の所有者でかつ当該事業を行っている法人等です。 

 （賃貸借の施設等は非対象） 
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【補助の対象となる費用】 

 

【補助の対象とならない費用】 

 

 
・ 復旧のための費用が８０万（保育所、幼保連携型認定子ども園、幼稚園型 

認定子ども園は４０万円）に満たない場合 

 ・ 土地（敷地、構内道路、野外運動場など） 

 ・ 消耗品、椅子・机・パソコン等の備品、車両 

  

【この補助金を活用する場合の留意事項】 

① 補助金を活用して復旧を行う場合、国による実地調査（災害査定）が

行われます。補助額は、この査定結果として認められた費用が上限です。 

② 実地調査の際は、申請者から、災害と被災状況の関係、被災状況と復

旧方法、費用の関係や費用の算出根拠などの詳細な説明が必要です。 

・建物及び建物付属設備の復旧費用 









様式第２号（記載例） 

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助協議書  

（例：台風） 

 

施 設 種 類 

 

救 護 施 設 

 

名称 

 

〇〇〇寮 

 

設置主体  

 

社会福祉法人〇〇会 

 

所  在  地 

 

〇〇県〇〇市〇〇１番地 

 

設置年月日 

 

昭和○年○月○日 

 

建物の規模・構 

造       

 

コンクリートブロック造平屋建 757.5 ㎡屋根コンクリート防 

水モルタル                       

 

罹 災 年 月 日 

 

平成○年○月○日 

 

災害の種類 

 

台風○○号       

 

    

被害の 

    

概 況 

    

    

 

 

発生原 

 

因 等 

 

○日９時暴風雨圏内に入り、平均風速 25ｍ、日雨量 414 ㎜､

連続４時間雨量 234 ㎜､１時間最大雨量 93 ㎜を記録した。当

市に災害救助法適用。                 

  

 

主要部 

分の破 

損状況 

 

同 12 時〇〇川が氾濫し、床上 120 ㎝まで浸水した。このた

め､ 

各室の床、壁、電気設備に被害を受けた。         

                            

 

入所者の状況  

 

近隣の小学校に避難したため被害者はなかった。      

 

被害の概算額  

 

 2,202,000 円                      

 

        

        

        

災害復旧所要額 

        

及びその内訳  

        

        

        

 

区  分 

 

員  数 

 

単   価 

 

金   額 

 

摘   要 

 

     

内装工事 

建具工事 

電気工事 

諸 経 費 

 

     

一  式 

一  式 

一  式 

     

 

    円 

      

      

      

      

 

    円 

 1,135,520 

  421,350 

  358,700 

  286,430 

 

      

別添    

設計(見積) 

書のとお  

り。    

 

  計  

 

     

 

      

 

 2,202,000 

 

      

備     考 内装、建具については、手配済、電気工事は手配中である。 

 (注) 災害箇所は、別添建物配置図朱記のとおり。 

    （写真も添付するときは番号を付し、災害箇所と対比させること。) 

※「区分」欄には、工事の種類（内装工事、電気

工事）などを記載して下さい。 

・「員数」、「単価」欄に一式と記入した場合は、

「摘要」欄に、工事の内訳が記載されている場所

（「設計（見積書）のとおり など）を記載して 

下さい。 

 

・事務取扱要領の別表の「施設名」欄の名称を記載。 

・複数の「施設名」がある場合は、それぞれの名称 

を記載 
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保健衛生施設等災害復旧費国庫補助金のご案内 
 

地震や台風、豪雨等の自然災害（※１）により保健衛生施設等が被

災した場合、建物などを復旧（※２）するための費用について、国が

その一部を補助する制度があります。   

※１ 平均風速１５ｍ以上、24時間雨量が 80㎜以上等の条件があります。 

※２ 原則、原形復旧（被災施設と形状・寸法・材質・位置の等しいもの） 

 

【補助の対象となる施設】  

 ○下記は一例です。詳しい内容は、別表をご覧下さい。 

（保健衛生施設）保健所、市町村保健センター、感染症指定医療機関 

        新型インフルエンザ患者入院医療機関、地方衛生研究所 

（精神保健等施設）精神科病院、精神科デイ・ケア施設 

（その他）火葬場、食肉衛生検査所、結核患者収容モデル病室 

など 

 

 

 

※対象は、施設の所有者でかつ当該事業を行っている法人等です。 

 （賃貸借の施設等は非対象） 
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【補助の対象となる費用】 

・建物及び建物付属設備の復旧費用 

 

【補助の対象とならない費用】 

 ・復旧のための費用が８０万（感染症指定医療機関、市町村が設置

する火葬場及びと畜場は４０万円）に満たない場合 

 ・土地（敷地、構内道路、野外運動場など） 

 ・消耗品、椅子・机・パソコン等の備品、車両 

 

  

【この補助金を活用する場合の留意事項】 

① 補助金を活用して復旧を行う場合、国による実地調査（災害査

定）が行われます。補助額は、この査定結果として認められた費

用が上限です。 

② 実地調査の際は、申請者から、災害と被災状況の関係、被災状

況と復旧方法、費用の関係や費用の算出根拠などの詳細な説明が

必要です。 



　　　資料1－2別表

　施設名

　保健衛生施設 　感染症指定医療機関
　健康増進センター
　保健所
　健康科学センター
　市町村保健センター
　農村健診センター
　難病相談・支援センター
　感染症外来協力医療機関
　新型インフルエンザ患者入院医療機関
　ＨＩＶ検査・相談室
　地方衛生研究所

　原爆医療等施設 　原爆被爆者保健福祉施設
　原爆医療機関
　原爆被爆者健康管理施設
　放射線影響研究所

　精神保健等施設 　精神科病院
　精神保健福祉センター
　精神科デイ・ケア施設
　精神科救急医療センター
　精神保健福祉士養成施設
　老人性認知症疾患治療病棟
　老人性認知症疾患療養病棟
　老人認知症疾患デイ・ケア施設

　食肉衛生検査施設 　食肉衛生研究所
　エイズ・結核治療施設 　結核患者収容モデル病室

　エイズ治療モデル施設
　エイズ治療個室等の施設(エイズ拠点病院)
　結核研究所
　多剤耐性結核専門医療機関

　医薬分業推進支援施設 　医薬分業推進支援センター
　血漿採漿センター等施設 　血漿分画センター

　血漿採漿センター
　抗毒素製造施設 　抗毒素製造施設
　環境衛生施設 　火葬場

　と畜場

　施設名等

　保健衛生施設等


